




Ⅰ 農政水産部幹部職員名簿

○印は新任

農政水産部長 ○大久津 浩
お お く つ ひろし

農政水産部次長（総括） 河 野 譲 二
か わ の じ よ う じ

農政水産部次長（農政担当） ○牛 谷 良 夫
う し た に よ し お

農政水産部次長（水産担当） ○外 山 秀 樹
と や ま ひ で き

畜産新生推進局長 花 田 広
は な だ ひろし

農政企画課長 ○ 大 明殿 所
とのところ ひ ろ あ き

中山間農業振興室長 ○小 林 貴 史
こ ば や し た か ふ み

課長補佐（総括） ○津 田 君 彦
つ だ き み ひ こ

課長補佐（技術担当） ○黒 木 正 理
く ろ き ま さ み ち

農業連携推進課長 愛 甲 一 郎
あ い こ う い ち ろ う

みやざきブランド推進室長 ○松 田 義 信
ま つ だ よ し の ぶ

課長補佐（総括） ○児 玉 珠 美
こ だ ま た ま み

課長補佐（技術担当） ○ 清 由里子
せ い ゆ り こ

農業経営支援課長 〇 東 洋一郎
ひがし よういちろう

農業担い手対策室長 ○戸 髙 久 吉
と だ か ひ さ よ し

課長補佐（総括） 宇佐見 孝 幸
う さ み た か ゆ き

課長補佐（技術担当） ○戸 髙 知 也
と だ か の り や

農産園芸課長 ○柳 田 敬
や な ぎ た たかし

課長補佐（総括） ○白 地 浩 二
し ら ち こ う じ

課長補佐（企画・農産担当） ○大 田 直
お お た すなお

課長補佐（園芸・特産担当） 下 田 透
し も だ とおる

農村計画課長 小 野 正 寛
お の ま さ ひ ろ

畑かん営農推進室長 ○押 川 浩 一
お し か わ こ う い ち

課長補佐（総括） 新 村 仁 志
し ん む ら ひ と し

課長補佐（農業振興担当） ○城ヶ﨑 浩 一
じようがさき こ う い ち

課長補佐（計画・技術管理担当） ○鳥 浦 茂
と り う ら し げ る
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農村整備課長 ○酒 匂 芳 洋
さ こ う よ し ひ ろ

課長補佐（総括） 伊 東 睦 之
い と う と も ゆ き

課長補佐（技術担当） ○内 田 豊 光
う ち だ と よ み つ

水産政策課長 福 井 真 吾
ふ く い し ん ご

漁業・資源管理室長 ○西 府 稔 也
さ い ふ と し や

課長補佐（総括） 山 台 修 一
さ ん だ い しゆういち

課長補佐（技術担当） ○安 田 広 志
や す だ ひ ろ し

漁村振興課長 ○坂 本 龍 一
さ か も と りよういち

漁港漁場整備室長 鈴 木 宣 生
す ず き の ぶ お

課長補佐（総括） ○大 迫 義 彦
お お さ こ よ し ひ こ

課長補佐（技術担当） ○赤 嶺 そのみ
あ か み ね

農政水産部 農業改良対策監 ○戸 髙 朗
と だ か あきら

畜産新生推進局

畜産振興課長 ○河 野 明 彦
か わ の あ き ひ こ

課長補佐（総括） 原 田 大 志
は ら だ ひ ろ し

課長補佐（企画経営担当） 〇水 野 和 幸
み ず の か ず ゆ き

課長補佐（畜産振興担当） ○川 越 香
か わ ご え かおり

家畜防疫対策課長 ○丸 本 信 之
ま る も と の ぶ ゆ き

課長補佐（総括） 原 田 大 志（兼務）
は ら だ ひ ろ し

課長補佐（技術担当） ○西 村 拓 也
に し む ら た く や

環境森林部、農政水産部及び県土整備部

工事検査監 ○鬼 束 哲 生
お に つ か て つ お

総合農業試験場長 ○日 髙 義 幸
ひ だ か よ し ゆ き

副場長（総括） ○福 丸 昭 二
ふ く ま る し よ う じ

副場長（技術担当） ○多 田 健 二
た だ け ん じ

県立農業大学校長 ○德 留 英 裕
と く ど め ひ で ひ ろ

副校長（総括） 〇大 平 敬 三
お お ひ ら け い ぞ う

副校長（教育担当） 山 下 勉
や ま し た つとむ
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水産試験場長 ○林 田 秀 一
は や し だ ひ で か ず

副場長（総括） 〇永 田 浩 二
な が た こ う じ

副場長（技術担当） ○大 村 英 二
お お む ら え い じ

畜産試験場長 〇三 浦 博 幸
み う ら ひ ろ ゆ き

副場長（総括） ○稲 用 裕 史
い な も ち ひ ろ し

副場長（技術担当） ○永 住 浩 治
えいじゆう こ う じ

議会関係担当

農政企画課

主 幹（企画調整担当） ○沖米田 哲 哉
おきよねだ て つ や
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Ⅱ 農政水産部行政組織

＜農政水産部執行体制図＞
令和２年４月１日現在

農政企画課 総務担当 農林振興局 中 部
企画調整担当 南那珂
農政計画担当 北諸県
農協農済担当 西諸県

児湯 西米良駐在所
中山間活性化担当 東臼杵 諸塚駐在所中山間
鳥獣被害対策担当 椎葉駐在所農業振興室

農業連携推進課 技術革新担当 総合農業試験場 畑作園芸支場
茶業支場６次産業化推進担当

輸出・流通担当 亜熱帯作物支場
薬草・地域作物センター

ブランド担当みやざき
食の安全推進担当ブランド推進室

農業金融担当農業経営支援課
病害虫防除・肥料検査センター普及企画担当

農地対策担当農業改良
専門技術指導担当対策監

県立農業大学校農業担い手 担い手確保担当
参入支援・人材対策担当対策室

部 長 農産園芸課 生産振興企画担当
農産担当
野菜担当
花き・特産担当

次 長 果樹担当
(総括)

農村計画課 管理担当
計画調整担当

次 長 農業振興担当
(農政) 農地調整担当

国土調査担当
技術管理担当

畑かん営農推進担当次 長 畑かん営農
(水産) 推進室

農村整備課 土地改良指導担当
用地担当
農地整備担当
農地防災担当
農村施設整備担当
農村地域保全担当

水産政策課 管理担当 水産試験場 内水面支場
企画流通担当
団体金融担当

漁業・資源 漁業管理担当
管理室 資源管理担当

漁村振興課 漁港管理担当 県立高等水産研修所
漁村振興担当
担い手・普及担当

漁港漁場 漁港担当
整備室 漁場担当

畜産新生推進局局 長

畜産振興課 畜産新生企画担当 畜産試験場 川南支場
畜産経営支援担当
肉用牛振興担当
酪農・中小家畜振興担当

宮 崎 日南駐在
家畜防疫対策課 防疫企画担当 家畜保健衛生所 都 城 小林駐在

防疫指導担当 延 岡 高千穂駐在

工事検査課（ ）環境森林部・県土整備部共管
西臼杵支庁(総務部)

農政水産課
農業普及課
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Ⅲ 農政水産部各課の分掌事務

［農政企画課］ ［農業連携推進課みやざきブランド推進室］

1 農水産行政の総合企画及び総合調整に関す 1 農産物のブランドに関する施策の企画及び

ること。 推進に関すること。

2 農業協同組合等の指導及び検査に関するこ 2 農産物の安全性の確保に関する施策の企画

と。 及び推進に関すること。

3 農業共済に関すること。 3 食品品質表示の適正化に関すること。

4 部内各課の連絡調整に関すること。 4 食育及び食の地産地消に関する施策の企画

5 農政審議会及び農業共済保険審査会に関す 及び推進に関すること。

ること。 5 ＧＡＰの普及及び推進に関すること

6 農林振興局に関すること。

［農業経営支援課］7 部内各課の総務事務の処理に関すること

（総合事務センターの主管に属するものを除 1 農業金融に関すること。

く。)。 2 農業改良普及事業に関すること。

8 部内の事務で他課の主管に属さないこと。 3 農業経営に関すること。

4 農業気象に関すること。

5 植物防疫、農薬及び肥料に関すること。［農政企画課中山間農業振興室］

1 中山間地域の農業振興対策に関すること。 6 農業機械に関すること。

2 鳥獣被害防止対策に関すること（他課の主 7 農業専門技術指導に関すること。

管に属するものを除く。）。 8 農地の利用集積に関すること。

9 農業会議及び農業委員会に関すること。

10 病害虫防除・肥料検査センターに関するこ［農業連携推進課］

1 農業連携に関する施策の企画及び推進に関 と。

すること。

［農業経営支援課農業担い手対策室］2 農水産業技術の総合調整に関すること。

3 土壌及び土壌肥料対策協議会に関するこ 1 農業経営構造対策に関すること。

と。 2 農業の担い手に関すること。

4 ６次産業化等の推進に関すること（他課の 3 農村の女性及び高齢者に関すること。

主管に属するものを除く。）。 4 新規就農者の確保及び育成に関すること。

5 農産物の輸出及び流通に関する施策の企画 5 農業法人の育成及び他産業からの農業参入

及び推進に関すること。 に関すること。

6 卸売市場に関すること。 6 農業大学校及び農業科学公園に関するこ

7 総合農業試験場に関すること。 と｡

7 農業人材確保対策に関すること
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［農産園芸課］

［水産政策課］1 米穀類の生産及び流通に関すること。

2 野菜及びいも類の生産及び流通に関するこ 1 水産行政の企画及び総合調整に関するこ

と。 と。

3 花きの生産及び流通に関すること。 2 水産物の流通及び加工に関すること。

4 果樹の生産及び流通に関すること。 3 漁業に関する法人その他の団体に関する

5 茶その他の特用作物の生産及び流通に関す こと。

ること。 4 水産金融及び漁業共済に関すること。

6 活動火山周辺地域防災営農対策に関するこ 5 水産試験場に関すること。

と。

［水産政策課漁業・資源管理室］

1 漁業権に関すること。［農村計画課］

1 農業農村整備事業の調査及び計画調整に関 2 漁業の調整及び取締りに関すること。

すること。 3 漁船に関すること。

2 農業振興地域に関すること。 4 遊漁船業に関すること。

3 農村地域への産業導入計画に関すること。 5 国際漁業に関すること。

4 農地の調整に関すること。 6 漁獲可能量制度に関すること。

5 国有農地及び開拓財産に関すること。 7 栽培漁業に関すること。

6 地籍調査に関すること。 8 水産資源の保護及び漁場の保全に関するこ

7 農業土木技術の総合調整に関すること。 と。

8 農業土木工事の積算管理に関すること。 9 海区漁業調整委員会及び内水面漁場管理委

員会に関すること。

［農村計画課畑かん営農推進室］

［漁村振興課］1 畑かん営農に関する施策の企画及び推進に

関すること。 1 漁業及び養殖業の生産振興に関すること。

2 国営及び国営関連土地改良事業の調査及び 2 漁業の担い手に関すること。

調整に関すること。 3 水産業指導普及事業に関すること。

3 国営造成施設の維持管理に関する支援及び 4 水産動植物の防疫に関すること。

調整に関すること。 5 高等水産研修所に関すること。

6 漁港、漁場及び海岸(水産庁所管のものに

限る。次号において同じ。)の管理に関する［農村整備課］

1 土地改良区の指導監督に関すること。 こと。

2 土地改良財産に関すること。 7 漁港区域内の公有水面埋立てに関するこ

3 農地の集団化に関すること。 と。

4 農業農村整備事業の実施に関すること。 8 漁港及び漁場に係る航路標識に関するこ

5 土地改良施設の保全管理に関すること。 と。

6 農地及び農業用施設の災害復旧事業の実施 9 海岸保全区域及び一般公共海岸区域(水産

及び指導に関すること。 庁所管のものに限る。)に関すること。

7 海岸、海岸保全区域、一般公共海岸区域及

び海岸保全施設の管理に関すること(農林水

産省所管のものに限る。)。

8 日本型直接支払制度に関すること。
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［漁村振興課漁港漁場整備室］

1 漁港、漁場及び海岸の調査及び計画に関

すること。

2 漁港、漁場及び海岸保全施設(水産庁所管

のものに限る。)の建設に関すること。

3 水産業共同利用施設の整備に関すること。

［畜産振興課］

1 畜産振興対策の企画及び総合調整に関する

こと。

2 畜産新生推進の企画及び事業の推進に関す

ること。

3 口蹄疫復興に係る事業の推進に関するこ

と。

4 畜産の担い手育成に関すること。

5 畜産経営の改善に関すること。

6 家畜の改良及び増殖に関すること。

7 草地の開発及び利用に関すること。

8 飼料の生産、利用及び流通に関すること。

9 家畜及び畜産物の流通、輸出及び価格安定

に関すること。

10 養蜂に関すること。

11 畜産環境保全対策に関すること。

12 家畜商に関すること。

13 畜産試験場に関すること。

［家畜防疫対策課］

1 家畜防疫対策に係る企画及び事業の推進に

関すること。

2 家畜衛生に関すること。

3 家畜伝染病に関すること。

4 獣医師及び家畜人工授精師に関すること。

5 動物用の医薬品、医薬部外品、医療機器そ

の他動物薬事に関すること。

6 家畜伝染病に係る埋却地に関すること。

7 家畜保健衛生所に関すること。

［工事検査課］

（環境森林部・県土整備部共管）

1 建設工事の検査に関すること。
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Ⅳ 令和２年度農政水産部予算の基本的な考え方

(1) 農水産業の現状等
本県農水産業を取り巻く情勢は、国内人口減少が加速する中、従事者の減少・

高齢化、ＴＰＰ１１や日米貿易協定に代表される国際競争の激化、地球温暖化による

相次ぐ気象災害等の発生、外国人労働者の受入拡大、ロボット・ＡＩ等の先端技術と

農業技術が組み合わされたスマート農業の実用化など、これまでに経験したことが

ないほど大きく変化している。

このような中、令和元年度は、県産農畜水産物の輸出拡大の推進や、防災・減災、

国土強靭化対策、家畜防疫対策の強化など、国際競争に打ち勝つ産地づくりとそれを

けん引する担い手の育成に加え、国の事業の対象とならない親元就農者への支援や

スマート農業による働き方改革の産地実証など、本県農水産業を持続的に発展させる

ための取組を推進した。

(2) 農政水産部の予算編成における基本的な考え方
令和２年度は、「第七次宮崎県農業・農村振興長期計画（後期計画）」及び「第五

次宮崎県水産業・漁村振興長期計画（後期計画）」の最終年度であることから、

これら計画の総仕上げとして、本県農水産業の成長産業化を着実に推進していく。

そのため、特に、

① 人財の育成、販売力の強化、生産力の向上による産地づくり

② 多様な地域特性・資源の活用による中山間地域農業の振興

③ 漁業の高収益化による担い手の確保や資源の利活用促進による漁業生産・販売力

の強化

の３つの視点を踏まえ、以下に示す重点プロジェクトを強力に推進する。

重点１ 国際競争を勝ち抜くマーケットイン型の産地経営体育成プロジェクト

① 「人財」の育成

農業大学校における、学生のみならず農業者なども対象とした、先進技術を

学べる環境づくりに取り組むとともに、肉用牛繁殖センター等の外部支援組織で

働きながら技術を学べる体制の構築や、外国人をはじめとした多様な分野からの担

い手確保など、本県農業を将来にわたって担う人財の確保・育成を推進する。

② 「販売力」の強化

農産物の流通合理化と安定的な物流確保の促進や、農畜産物ＧＡＰの普及・

推進体制の強化、県産農畜産物の輸出拡大など、国内外に向けた販売力の強化に

取り組む｡

③ 「生産力」の向上

危機事象への備えとして、引き続き防災・減災対策や国土強靱化対策、家畜・

植物防疫対策を強化していくとともに、生産性の向上や生産基盤の強化に向けた

取組を一層推進する。

重点２ 多様な地域特性・資源を生かす地域づくりプロジェクト

山間地域の農村集落における新ビジネスの創出支援や世界農業遺産の活用による

地域経済の活性化に取り組むとともに、棚田地域の有する多面にわたる機能を維持

するための取組を推進する。

重点３ 未来へつなぐ漁業の担い手・魅力ある水産業の構築プロジェクト

新たな高収益漁業を創出するため、最新技術を用いた深海漁場の開拓に取り組む

とともに、本県漁業者の所得向上や関連産業の底上げに向けた県産水産物の輸出

拡大や販売拡大を推進する。
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令和２年度農政水産部の重点的な取組

○ みやざき農水産業人材投資事業のうち
農業人材投資事業(農経) 【28百万円】

・ 親元就業者等への就業支援金給付

○ スマート農業による働き方改革産地実証
事業(農園、農連、畜振) 【38百万円】

・ ｽﾏｰﾄ農業による働き方改革の産地実証

○ 「稼げる農」で呼び込む中山間地域移住
定着促進事業(畜振、農園) 【23百万円】

・ 中山間地域への就農・定着の一体的支援

農水産業における外国人材の定着促進事業
のうち農業外国人材確保対策事業 (農経)

【11百万円】

・ 新たな外国人材の受入環境整備

■ 国際競争を勝ち抜くマーケットイン型の産地経営体育成プロジェクト

「人財」の育成

未来の畜産を担う産業人材育成事業(畜振)
【6百万円】

・ 繁殖ｾﾝﾀｰ等における研修型雇用ｼｽﾃﾑの構築

○ 農業次世代人材サポート事業(農経)
【702百万円】

・ 就農相談から定着までのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ体制構築

「第五次宮崎県水産業・漁村振興長期計画（後期計画）」

「販売力」の強化

地域ぐるみで創る６次産業拡大支援
事業(農連) 【13百万円】

・ 地域資源の磨き上げに対する支援

○ 宮崎農水産物おいしさ・機能性見える化
事業(農連、水政、畜振) 【82百万円】

・ 本県農水産物の県内加工の促進

○ みやざき輸出対応力強化推進事業(農連)
【129百万円】

・ 県産農畜水産物の輸出拡大の推進

「生産力」の向上

かんしょ・さといも病害対策強化事業
(農園) 【8百万円】

・ ｻﾂﾏｲﾓ基腐病等に対する防疫の強化

防災重点ため池防災対策事業(農整)
【2百万円】

・ ため池情報のGIS化による防災対策の充実

○ 第１５回全日本ホルスタイン共進会開催
準備支援事業(畜振) 【23百万円】

・ 乳用牛群の改良促進と共進会開催支援

畜産バイオマスエネルギー利活用支援
事業(畜振) 【10百万円】

・ 牛ふん等の燃焼技術に係る実証調査

ＡＳＦ等重要疾病対策強化事業(家防)
【25百万円】

・ 野生ｲﾉｼｼ対策及び農場防疫対策の強化等

○ 農業農村整備事業(農計・農整)
【9,025百万円】

うち防災・減災、国土強靱化対策分
【751百万円】

・ 生産基盤と農村環境の総合整備

■ 未来へつなぐ漁業担い手プロジェクト

担い手の育成・収益性の向上

○ みやざき農水産業人材投資事業のうち
水産業人材投資事業(漁振) 【5百万円】

・ 親元就業者等への就業支援金給付

日向灘深海資源見える化プロジェクト
(水政) 【13百万円】

・ 最新技術を用いた深海漁場の開拓

■ 魅力ある水産業の構築プロジェクト

生産力・販売力の強化

県産水産物バリューチェーン構築事業
(水政) 【11百万円】

・ 県産水産物の輸出拡大支援と販売拡大

○ 水産基盤整備事業(漁振) 【2,489百万円】
うち防災・減災、国土強靱化対策分

【588百万円】

・ 生産基盤と漁村環境の総合整備

みやざきの内水面資源回復推進事業
(漁振)       【12百万円】

・ 関係者と連携した内水面水産資源の回復

「中山間地域農業」の振興

■ 多様な地域特性・資源を生かす地域づくりプロジェクト

みんなで守る棚田地域振興事業(農計)  
【2百万円】

・ 棚田地域の活性化対策

山間地域で稼げる集落モデル構築支援
事業(農企) 【15百万円】

・ 農村集落における新ビジネスの創出支援

世界農業遺産地域活力創造事業(農企)             
【24百万円】

・ GIAHS活用による地域経済の活性化等

○ 日本型直接支払制度推進事業 (農整)
【1,889百万円】

・ 農業・農村が有する多面的機能の維持等

農業人材育成総合拠点強化事業(農経)
【37百万円】

・ 農大校における先進技術の学習環境強化等

○ 農水産業における外国人材の定着促進事業
のうち雇用型漁業労働力安定確保対策事業
(水政) 【35百万円】

・ 新たな外国人材の受入環境整備

「ＧＡＰで変える！」産地ステップ
アップ支援事業(農連) 【5百万円】

・ 農産物GAPの普及・推進体制の強化

青果物の物流改善促進事業(農連)
【7百万円】

・ 産地及び消費地における輸送体制の強化

畜産ＧＡＰ拡大推進加速化事業(畜振)
【3百万円】

・ 畜産GAPの普及・推進体制の強化

高大連携・地域連携による若者就農促進
事業(農経) 【3百万円】

・ 農大校の魅力発信や教育力の向上

○ 産地パワーアップ計画支援事業(農園)
【854百万円】

○ 畜産競争力強化整備事業（畜振）
【3,500百万円】

・ 高収益化に向けた畜舎・ﾊｳｽ等の整備

耕種版インテグレーション加速化事業
(農園) 【7百万円】

・ 露地野菜生産体制の効率化の推進

「第七次宮崎県農業・農村振興長期計画（後期計画）」
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Ⅴ　令和２年度農政水産部歳出予算の課別概要

令和２年度歳出予算課別集計表 （単位：千円、％）

令和２年度

農 政 企 画 課 1,713,765 1,532,910 1,568,510 111.8 109.3

農 業 連 携 推 進 課 1,978,997 1,808,834 1,816,248 109.4 109.0

農 業 経 営 支 援 課 5,079,912 5,297,640 5,355,848 95.9 94.8

農 産 園 芸 課 3,567,279 2,912,560 3,046,256 122.5 117.1

農 村 計 画 課 5,764,220 3,425,330 3,425,330 168.3 168.3

農 村 整 備 課 14,466,651 14,401,540 14,401,540 100.5 100.5

水 産 政 策 課 1,374,077 1,770,136 1,806,314 77.6 76.1

漁 村 振 興 課 4,033,893 4,273,926 4,512,601 94.4 89.4

畜 産 振 興 課 5,835,404 5,380,386 5,403,388 108.5 108.0

家 畜 防 疫 対 策 課 434,206 419,026 419,026 103.6 103.6

合　　　計 44,248,404 41,222,288 41,755,061 107.3 106.0

沿 岸 漁 業
改 善 資 金

水 産 政 策 課 287,133 246,764 246,764 116.4 116.4

287,133 246,764 246,764 116.4 116.4

44,535,537 41,469,052 42,001,825 107.4 106.0

農政水産部合計

特別会計予算

一般会計予算 44,248,404千円

287,133千円

44,535,537千円

農 政 水 産 部 計

比    率

当初予算額
Ｂ

Ａ／ＣＡ／Ｂ
６月補正後

予算額
Ｃ

当初予算額
Ａ

会  計  名 課　名

令和元年度

一
　
　
般
　
　
会
　
　
計

特

別

会

計 合　　　計
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Ⅵ 令和２年度当初予算における新規・重点事業

目 次

【農政企画課】

・ 山間地域で稼げる集落モデル構築支援事業 12

【農業連携推進課】

・ 青果物の物流改善促進事業 14

【農業経営支援課】

・ 農業人材育成総合拠点強化事業 16

【農産園芸課】

・ 耕種版インテグレーション加速化事業 18

・ かんしょ・さといも病害対策強化事業 20

【農村計画課】

・ みんなで守る棚田地域振興事業 22

【農村整備課】

・ 防災重点ため池防災対策事業 24

【水産政策課】

・ 日向灘深海資源見える化プロジェクト 26

・ 県産水産物バリューチェーン構築事業 28

【漁村振興課】

・ みやざきの内水面資源回復推進事業 30

【畜産振興課】

・ 畜産バイオマスエネルギー利活用支援事業 32

・ 未来の畜産を担う産業人材育成事業 34

【家畜防疫対策課】

・ ＡＳＦ等重要疾病対策強化事業 36
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 山間地域で稼げる集落モデル構築 課名 農政企画課

支援事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

条件不利な山間地域の農村集落において、農作物や地域の資源を活用した新たな

ビジネスを創出するため、集落によるモデル構想の策定や構想実現に向けた新たな

取組の実証・調査を支援するとともに、それらをサポートする体制を整備する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 １５，１５６千円

（２）財 源 国庫：９，８５６千円 宮崎県人口減少対策基金：５，３００千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 集落等、県

（５）事業内容

① 農村集落活性化モデル構想策定（県定額） ５，０００千円

農業を基軸とした新たなビジネスの創出やそれに対応した農業生産の向上、

集落内外の多様な人材が活躍できる環境づくり、山間地域の資源を活かした

所得確保等の農村集落活性化モデル構想の策定及び実証活動を支援

② 構想実現サポート ９，８５６千円

構想策定や実行段階で事業効果が最大となるよう助言と進捗管理を行う

サポーターを派遣

③ 県推進事務費 ３００千円

３ 事業効果

《モデル集落数 令和元年度 ０集落 → 令和４年度 ５集落》

集落が一体となって新ビジネスを創出することで、雇用と所得確保が図られる

農村集落モデルが構築される。
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山間地域で稼げる集落モデル構築支援事業

■ 地域住民の減少と高齢化
１）将来人口減少

2015年を1.0として、30年後県平均0.75、山間地町村0.46
２）高齢化率（2018年10月）

県31%、山間地町村44%
■ 規模拡大による低コスト化の限界

販売農家一戸当たりの耕地面積（2015年）
平坦地市町村2.31ha、山間地町村0.73ha

山間地域の現状と課題

・ 若い世代の集落外への流出
・ 農業生産の縮小
・ 耕作放棄地の増加
・ 集落機能の低下
・ 多面的機能の維持困難

目指す姿

① 農村集落活性化モデル構想策定

魅
力
あ
る
地
域
資
源
の
活
用

集
落
内
外
の
多
様
な
人
材
の
活
躍

足
が
か
り

集落全体で
協力して

稼ぐ

② 構想実現
サポート

稼ぐ力の
実証・調査

（ｽﾏｰﾄ機械等実証）
（農産加工品の試作）
（新規品目試作販売）等

構想策定集落での
話し合い

既存事業等を活用してさらに活動強化へ

モ
デ
ル
構
想
策
定
と
実
現
に
向
け
て
伴
走
す
る
サ
ポ
ー
タ
ー

<例>

「夕日の里づくり」（五ヶ瀬町）
・ グリーンツーリズム、

イベント等

「栗処さいごう」（美郷町）
・ 栗あんの全国販売、

特産品開発販売等

「おがわ作小屋村」
（西米良村）
・ 郷土料理、宿泊、交流等

「高千穂かわのぼり」（高千穂町）
・ 農業生産、農作業受託、

農産品加工、直売所、交流等

※ 集落活性化の考え方

事業内容

等

農泊、体験、交流 農家レストラン、農村体験 ６次化 農事組合法人

■ 地域内の農産物や地域資源を活用した、
地域の稼ぐチャンスと活力創出が必要

個人の活動を結束して、
集落全体の活力へ
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 青果物の物流改善促進事業 課名 農業連携

国庫・県単 推進課

１ 事業の目的・背景

物流改善につながるパレット輸送等の実証に取り組むとともに、荷役装置や予冷

庫の導入等に対する支援を行うことにより、青果物をはじめとする農産物の流通合

理化と安定的な物流確保を促進する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ７，１２２千円

（２）財 源 一般財源：７，１２２千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 農業法人、農業団体、協議会等、県

（５）事業内容

① 青果物の物流体制改善（県定額、県１／２以内、県１／３以内）

青果物輸送のパレット化や農業法人及び中山間地域における共同物流の実証

に取り組むとともに、荷役装置や予冷庫の導入等を支援

② 物流拠点を活用した効率化の検討

産地物流に係る現地調査や物流企業等との意見交換を実施

３ 事業効果

《物流拠点の設置数 平成30年度 ２箇所 → 令和４年度 ３箇所》

物流拠点施設の充実や主要青果物の選果場等施設の集約により、物流の効率化や

安定的な物流の確保が図られ、青果物の物流改善を促進することができる。
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青果物の物流改善促進事業

物流改善に必要な荷役装置
や予冷庫の導入等

③荷役装置等の整備

パレット化の実証
農業法人等が連携した
共同輸送の実証

事業内容 青果物の物流体制改善及び物流拠点を活用した効率化の検討

貨客混載等による
共同輸送の実証

共同輸送

バス輸送

②中山間地域物流
の確保

①産地物流モデル
の構築

働き方改革で関東・中京方面向けトラック輸送はフェリー利用が不可欠
産地が分散し、集荷や荷積みなど、ドライバーの労働負荷が大
農業法人や中山間地の小ロット物流においても値上げや減便が発生

現状と課題

集出荷施設の集約や機能強化による大ロット化
青果物輸送のパレット化
複数事業者による共同輸送の推進

持続可能な長距離輸送体制の構築による県産青果物の安定供給

目指す姿

【産地】

・効率的な集荷・配送
・複数事業者の連携

卸売市場等

【消費地】

・効率的な配送
・下り荷の集約

消費地拠点
（川崎市等）

店舗・倉庫

【幹線輸送】

・カーフェリーを
基幹とした安定輸送

フェリーを活用した下り荷

対 策

＋国の事業の効果的な活用

産地の
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 農業人材育成総合拠点強化事業 課名 農業経営

国庫・県単 支援課

１ 事業の目的・背景

農業大学校において、農業の先進技術等を学ぶ場を「みやざきアグリビジネス創

生塾」と位置づけ、学生のみならず、農業者、農業技術者等にも門戸を広げ、体系

的なカリキュラムを実施することにより、農業分野における人材育成の総合拠点

としての機能を高めるとともに、県内外から優秀な人材を呼び込み県内就業を促進

する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ３６，６７５千円

（２）財 源 国庫：１１，８０３千円 宮崎県人口減少対策基金：２１，８７２千円 一般財源：３，０００千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 県

（５）事業内容

① 農業大学校における先進技術の学習環境強化 ３２，９３３千円

ア 体系的なカリキュラムの構築

イ 園芸ハウスや畜舎の機能強化、ドローンの資格取得支援等

② 農業者や農業技術者等を対象とした先進技術セミナーの開催等

７４２千円

③ 地域農業を牽引する農業経営者の育成に特化した研修の実施

３，０００千円

３ 事業効果

（１）学生や農業者等がスマート農業の技術等を習得することにより、農業者の経営

強化が図られる。

（２）農業大学校の機能強化により、県内外からの学生確保と県内就業が促進

される。
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・ 圃場での新製品の実演・試乗等（ロボットトラクター、ドローン）
・ 農機メーカー等による新製品や技術の紹介

農業人材育成総合拠点強化事業

施設園芸等における環境データの分析、
活用
ドローンの有効利用 等

宮崎で学ぶべき先進技術
実践で学べる！
農業現場の即戦力！

農大校ならではの強み
全国のほとんどの農大が定員割れ
農業分野の人材獲得競争は今後
も激化

課 題

（例：園芸）

・ 県内学生の流出抑制及び県外学生の呼び込み
・ 農業大学校生の県内就業・定着の促進
・ 農業者や農業技術者の栽培技術や経営力の強化

今後 学生が先進技術を理解し、卒業後、自らの経営で活用できる能力を身につける学習

・ 園芸ハウス・畜舎に複合環境制御装置
を導入
・ 学生が校内で農業用ドローンの資格を
安価に取得できる体制を構築
（農大校では九州初）

○ 先進技術を使って学習できる環境の整備

スマート農業をはじめとする先進技術の初歩的な学習

○ 全国トップクラスの外部講師などによる
体系的なカリキュラム
・ 経営に見合った技術や装置の選択能力
・ 先進的な知識や技術の習得

② 農業者や農業技術者等を対象とした先進技術
セミナーの開催等（先端技術の情報共有）

現状

③ 地域農業を牽引する農業経営者の育成に特化
した研修の実施（次世代地域リーダーの養成）

① 農業大学校における先進技術の学習環境強化

○ 農業者や農業技術者等と共に学ぶ
・ 農大校での学習のほか、農業者圃場で
の実践学習等も実施

県内外から集まる農業人材の育成と県内就業・定着を促進！

事業内容

農業の先進技術等を学ぶ場を「みやざきアグリビジネス創生塾」と位置づけ、機能強化！
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 耕種版インテグレーション加速化 課名 農産園芸課

事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

担い手の減少や高齢化等が進行する露地野菜産地において、産地の作業体制

を分析し、生産性向上に係る資機材の導入を支援するとともに、優良な取組の

他産地・他品目への展開を通じて、耕種版インテグレーション（※）の取組を

加速化する。

※ 耕種版インテグレーション

野菜の契約取引において、生産者と実需者が、生産から加工・販売までの一体的なルール

のもと、総合的な契約を結ぶ取組

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ７，３４２千円

（２）財 源 一般財源：７，３４２千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 農業法人等、農業団体、県

（５）事業内容

① 生産体制効率化事業（県１／３以内） ５，７６７千円

耕種版インテグレーションにおける収穫や出荷など一連の作業の効率化を

図るための機械等の導入を支援

② 産地展開加速化事業 １，５７５千円

耕種版インテグレーションの作業体制の分析・改善を行い、優良な取組を他

産地・他品目へ拡大

３ 事業効果

《露地野菜の産出額の増加 平成29年度 317億円 → 令和４年度 355億円》

作業体制の改善により産地の生産性が向上するとともに、耕種版インテグレー

ションの取組が拡大し、露地野菜の産出額増加及び農業所得向上が図られる。
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 かんしょ・さといも病害対策強化 課名 農産園芸課

事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

サツマイモ基腐病やサトイモ疫病の発生により、重要な露地品目の産地存続が
もとぐされ

危ぶまれていることから、これらの病害対策を強化することで産地の維持を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ８，１６７千円

（２）財 源 国庫：２，３９７千円 一般財源：５，７７０千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 種苗事業者等、農業法人、農業団体、県

（５）事業内容

① かんしょ病害対策強化事業 ５，６５８千円

ア 初動対応強化による拡大防止対策（県１／３以内） (1,630千円)

「新たな知見（感染経路等）」に基づいた産地の防疫体制強化

イ 防疫体制強化による未然防止対策（定額、県１／２以内） (4,028千円)

種苗事業者等の防疫体制強化や防疫技術体系確立実証ほの設置

② さといも疫病対策強化事業（国１／２以内） ６４８千円

種芋産地における疫病対策実証ほの設置

③ 県推進事務費 １，８６１千円

対策マニュアルの徹底推進、各種研修会の実施

３ 事業効果

《かんしょ作付面積 令和元年度 746ha → 令和４年度 746ha》

※ 基腐病が多発した地区の面積

《さといも種芋作付面積 令和元年度 3.9ha → 令和４年度 6.7ha》

サツマイモ基腐病に対する防疫体制強化やさといも種芋産地の生産安定化及び

拡大により、かんしょ産地の維持とさといも産地の再興が図られる。
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〇 県内種芋産地の拡大
（発生の少ない中山間地域を重点対象）

〇優良系統の選定・供給

健全種芋の安定供給

○発生初期に伝染源の迅速な封じ込め

○ 苗やほ場での伝染源遮断

H30.12月 サツマイモ基腐病が発生
（国内3例目）

R1.6月 初発を確認 (対策徹底を啓発)
R1.8月 甚大な被害が発生
R1.9月 緊急対策として残さ処理を徹底

R1.12月 R１補正事業で侵入防止対策
（R２年産に向け健全種いも、苗に更新）

かんしょ産地の現状 さといも産地の現状

＜現状＞

H26 サトイモ疫病を一部ほ場で確認
H27 甚大な被害が発生

・ 対策マニュアル作成と対策実証
H31 ・ 疫病発生が軽減も産地縮小が止まらず
現在 種芋産地も縮小し、県内産種芋が不足

（健全な種芋確保が困難）
※これまでの取組で疫病対策に一定の効果

【かんしょ】
〇汚染苗及び汚染土壌が一次伝染源

→  健全苗の確保、残さ処理徹底
〇発病株から飛び石的に二次伝染（強い感染力）

→  発病株の早期除去、周辺ほ場の防除 等

【さといも】
〇罹病した種芋が発生源

→  種芋の選別・消毒の徹底、
健全な種芋生産体制構築

（１）初動対応強化による拡大防止対策
初発ほ場で、発生株の迅速な持ち出しと

処理等を徹底

（１）種芋産地の生産安定化・産地拡大支援
実証ほを活用し、種芋の生産安定対策
技術の導入・定着を推進

（２）防疫体制強化による未然防止対策
①優良種苗供給体制の強化
種苗事業者等に洗浄設備等を導入

②現地実証ほの設置
「新たな知見（感染経路等）」に基づき設置

かんしょ産地の維持と、さといも産地の再興

＜事業内容＞

～

目指す種苗供給体制

試験研究による「新たな知見（感染経路等）」と対策のポイント

まん延防止対策の徹底

○ マニュアルによる対策の徹底を推進
「かんしょ」は新たに策定、「さといも」は改訂

○ 県域や地区での研修会等の実施

※ 県推進事務費で実施

疫病対策マニュアルの活用
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みんなで守る棚田地域振興事業 課名 農村計画課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

国民共有の財産である棚田を保全活用するため、昨年８月に施行された棚田地域

振興法に基づき、国による支援策と併せて施策を展開し、棚田地域の有する多面に

わたる機能を維持することにより、農村地域の活性化を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ２，２５０千円

（２）財 源 国庫：１，３００千円 中山間ふるさと保全基金：９５０千円

（３）事業期間 令和２年度～令和３年度

（４）事業主体 市町村等、県

（５）事業内容

① 棚田地域振興事業 １，３００千円

棚田地域振興法の普及啓発を図るため研修会等を実施

② 棚田地域イメージアップ事業 ９５０千円

ア 「みやざきの棚田」を選定し、パンフレットを作成

イ 普及啓発のための看板設置に取り組む市町村等を支援（県１／２以内）

ウ ワークショップ等により地域資源や棚田地域を明示した地域マップを

作成する市町村等を支援（県１／２以内）

３ 事業効果

《農村における地域住民活動の取組面積

平成30年度 25,142ha → 令和３年度 26,700ha》

棚田地域振興法の普及啓発や、多彩な地域資源の魅力を発信することにより、

棚田地域の保全並びに農村地域の活性化が図られる。
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・ 食料生産の安定供給
・ 国土や景観の保全
・ 伝統・文化の継承

多面にわたる機能の維持

棚田の役割

みんなで守る棚田地域振興事業

・ 担い手の減少

・ 荒廃の危機に直面

・ 農村風景の喪失

・ 保全活動に対する組織力低下

棚田地域振興法の施行（令和元年８月）

棚
田
地
域

（
指
定
前
）

国と地方公共団体が連携しながら、棚田を保全し、
棚田地域が有する多面的機能が維持されるように支援・取組が必要

○ 都市部との交流促進による農村地域の活性化

課 題

国民共有の財産である棚田を保全することが必要！

効 果

国 による支援

みんなで守る
棚田地域振興事業

※ 棚田地域の振興に取り組む
地域に対し、調査・体制づく
りや周辺環境整備の支援

○ 景観修復や危険箇所の補修

※ 既存事業の拡充や優遇措置

○ 中山間地域等直接支払の
交付単価加算

○ 中山間地農業ルネッサンス
事業の棚田保全を推進する
モデルメニューの追加

○ 補助事業の補助率嵩上げや
面積要件等の緩和

１ 棚田地域振興事業

棚
田
地
域

（
指
定
後
）

県

２ 棚田地域イメージアップ事業

（既に棚田地域に指定された先駆的地域を対象）

○ 「みやざきの棚田」を選定し
パンフレットを作成

○ 普及啓発のため
の看板設置

○ 地域資源を見える
化した地域マップ
作成

○ 棚田地域振興法の普及啓発を図り、
棚田地域指定に向けた取組を加速化
するための研修会等を実施
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 防災重点ため池防災対策事業 課名 農村整備課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

防災重点ため池（決壊した場合の浸水想定区域に家屋や公共施設等が存在し、

人的被害を与えるおそれのあるため池）の防災対策を講じるため、各種情報を整理

し、防災対策の推進を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ２，０００千円

（２）財 源 中山間ふるさと保全基金：２，０００千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 県

（５）事業内容

ＧＩＳ（地理情報システム）に整備履歴や工事図面等を登録

３ 事業効果

《整備履歴や工事図面等をＧＩＳに登録したため池数

令和元年度 ０箇所 → 令和４年度 198箇所》

ため池の管理者や市町村との情報共有とデータの効率的な利用により、緊急時の

対策や今後の整備計画等の防災対策を推進することができる。
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防 災 重 点 た め 池 防 災 対 策 事 業

１ 現状と課題

１ ため池の災害
・近年、全国各地で豪雨等による甚大な被害が頻発
・農業用ため池では平成２９年九州北部豪雨、平成３０年西日本豪雨等で
堤体の決壊により人的被害発生
・令和元年度の台風１９号でも他県でため池の決壊が発生
・宮崎県でも過去に堤体の一部決壊の被害あり

２ ため池の防災対策
・平成３０年の７月豪雨を踏ま
え、新しい選定基準による
「防災重点ため池の再選定」
が全国で実施
・宮崎県では新基準により１３４箇所から４２０箇所の選定結果
・再選定後はソフト対策とハード対策を併せて効果的に推進する必要
・令和元年７月には「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」が施行
され法に基づく措置が必要

３ 防災対策の推進
・ため池マップ作成等のソフト対策や堤体の改修補強等のハード対策を国
庫補助事業を活用し、県や市町で継続して実施
・県営事業等で整備済みため池の整備履歴、工事図面等の情報は紙ベースで
各所に保管されており、集約したものが無い。

２ 事業内容

緊急時、災害時、今後の事業計画に活用することを目的

ため池の各種情報（整備履歴、工事図面、ハザードマップ等）
をＧＩＳ（地理情報システム）で整備

データの共有と効率的な利用が図られ、防災対策を推進
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 日向灘深海資源見える化プロジェ 課名 水産政策課

クト 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

深海は、アカムツ(のどぐろ)等の高級魚の漁場としても知られているが、日向灘

ではその資源のほとんどが利用されていないことから、最新の技術を用いて資源を

見える化し、沿岸漁業者を対象とした新たな高収益漁業を創出する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 １２，５００千円

（２）財 源 県営電気事業みやざき創生基金：１２，５００千円

（３）事業期間 令和２年度

（４）事業主体 県

（５）事業内容

最新の技術を活用して日向灘における深海資源等の調査を実施し、それらの情

報を統合した「深海漁場マップ」を漁業者に提供

① 次世代型魚探による海底地形や深海資源の調査

② 環境ＤＮＡ分析による魚種の特定

③ サイドスキャンソナーによる海底地形調査

３ 事業効果

《漁業生産の維持向上（深海一本釣等）

80万円/年×100経営体×５年 ＝ ４億円》

収益性の高い深海魚の漁場を開拓して利用を促進することにより、新たな漁業

の創出による漁業生産の維持拡大が図られる。

26



27



令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 県産水産物バリューチェーン構築 課名 水産政策課

事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

生産・加工・流通業者が連携して取り組む県産魚の輸出拡大を支援するととも

に、中小加工業者等の販路拡大に向けた取組を支援することにより、本県水産業の

収益性向上を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 １１，２９８千円

（２）財 源 一般財源：１１，２９８千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 宮崎県漁業協同組合連合会、宮崎のさかなビジネス拡大協議会、県

（５）事業内容

① 県産水産物輸出バリューチェーン構築支援事業（県１／２以内）

３，２２５千円

生産・加工・流通業者と連携した県産水産物の輸出を促進するため、ブリ

養殖への転換を支援

② 県産水産物ＰＲ・販路拡大強化事業（定額、県１／３以内）

７，１７６千円

プロモーション活動や販路開拓への支援

③ 県推進事務費 ８９７千円

３ 事業効果

《県産水産物輸出額の増加 平成30年 7.9億円 → 令和４年 17.9億円》

本県水産物の輸出拡大及び販路拡大が促進されることにより、本県漁業者の所得

向上及び関連産業の底上げが図られる。
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１.県産水産物輸出バリューチェーン構築支援事業

２.県産水産物ＰＲ・販路拡大強化事業

(2) プロモーション活動
・ 宮崎初カツオフェア等の開催
・ 商品紹介ＨＰ作成、メディア等でのＰＲ

■ 近年、本県の水産物輸出は飛躍的に増加

■ 県内の中小養殖業者は、生産規模が小さく
販路を有しないため、輸出への取組が困難

■ 県漁連が、主に県外産養殖ブリを使用し、米国
向けに試験輸出を開始

■ 今後、県産水産物の輸出拡大を図るには、
カンパチと比べ収益性が高く輸出向きである
ブリ養殖への転換が必要

■ 初かつおフェア等による県産水産物のビジネス
拡大の強化が必要

加工委託 評価把握ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

県内中小養殖業者 県内加工業者 販売先（米国）

魚種転換で収益増 新分野で収益増 生産履歴の明確化

養殖支援

(1) 県産水産物の育成強化
・ 加工業者等の商談会出展支援
・ タブレットによる商談支援

(3) 食育・地産地消活動の実施
・ 海洋高校とコラボしたお魚料理教室の開催 等

■ 県漁連による県産ブリを使用した対米輸出のための体制構築を支援

■新たな生産・加工・販売ルートによる県産ブリの輸出拡大

《支援先中核業者》 県漁連

県産水産物バリューチェーン構築事業

【現状と課題】

【事業内容】

【効果】

■本県水産物の販路拡大
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本県水産物の輸出額の推移百万円

メディア等でのPR（初かつおフェアホームページ）

お魚料理教室の開催
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざきの内水面資源回復推進事業 課名 漁村振興課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

内水面水産資源の回復等を推進するため、全国初の取組となる発電事業を行う

企業局との共同事業として、内水面漁協等の関係者と連携した資源調査や増殖活動

等に取り組む。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 １１，９３５千円

（２）財 源 県営電気事業特別会計繰入金等：１０，７１４千円 一般財源：１，２２１千円

（３）事業期間 令和２年度～令和６年度

（４）事業主体 県

（５）事業内容

① 推進体制整備事業 ６４９千円

内水面関係者による資源回復のための推進体制を整備・運営

② 河川生物資源調査事業 ３，８００千円

科学的に資源状況を把握するため、環境ＤＮＡ調査や目視調査を実施

③ 増殖活動等取組事業 ７，４８６千円

産卵床造成や石倉設置等の増殖活動と合わせて稚魚放流を実施

３ 事業効果

内水面関係者が連携して内水面の資源回復に取り組むことにより、効果的に

資源回復等の内水面振興施策が推進されるとともに、関係者の意識や理解醸成が

図られる。
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みやざきの内水面資源回復推進事業

県内の多くの河川では、様々な
要因により、魚類等の生息環境
が悪化

内水面採捕量と組合員数の推移

内水面の現状

（ｔ） （人）

・ アユ等の採捕量の減少
・ 組合員数の減少

新規事業のポイント及び事業内容

【関係者】 内水面漁協、内漁連、大学（学識者）、国交省、
県（水産部局、土木部局、環境部局）、企業局等

○ 法に基づく宮崎県内水面漁業活性化計画の策定（Ｈ29年度）
○ 計画を推進するための関係者による連携体制を整備（Ｈ30年度）

水産資源の回復等を目標として

☆ 県計画を効果的に推進するため企業局と連携

県とダム等を管理する企業局が協力して事業化し、内水面振興施策に
関係者と共同で取り組む事例は全国初！

関係者の意識・理解醸成及び効果的な振興策の展開へ！

【事業内容】

（１）河川生物資源調査
・ 科学的に資源状況を把握するため、環境DNA等を活用した調査を実施

（２）増殖活動等の実施
・ 調査結果に基づいた効果的な資源回復手法の検討を行い、産卵床造成や

石倉設置、魚道の改修等と合わせて稚魚放流を実施

アユの産卵床の造成 石倉の設置
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 畜産バイオマスエネルギー利活用 課名 畜産振興課

支援事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

畜産農家の規模拡大のネックとなっている家畜排せつ物の高度利用の推進に

向け、牛ふん等の燃焼技術に関する調査及び検討を行うとともに、地域における

畜産バイオマスエネルギーの利活用の取組を支援し、持続的な畜産と地域農業の発

展を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ９，６１８千円

（２）財 源 開発事業特別資金：４,０１６千円 一般財源：５，６０２千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 （公社）宮崎県畜産協会、協議会等、県

（５）事業内容

① 家畜排せつ物の高度利用に向けた実証調査事業 ４，０１６千円

ア 高度利用における課題解決に向けた実証調査（県定額） (2,834千円)

イ 地域における畜産バイオマス活用検討を支援(県１／２以内) (1,182千円)

② 家畜排せつ物適正処理指導事業 ５，６０２千円

ア 畜産環境について専門的な知識を有するアドバイザーの育成

イ 環境コンサルタントと連携した農家への堆肥生産技術の指導

３ 事業効果

（１）家畜排せつ物の高度利用が実現することにより、環境負荷が低減されると

ともに、畜産農家の規模拡大が図られる。

（２）アドバイザーによる技術支援等により、家畜排せつ物の適正処理が図られる。
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畜産農家の大規模化に伴い、家畜排せつ物の処理に苦慮。
特に農地を持たない肉用牛肥育農家や堆肥センターにおいて、堆肥の滞留が懸念。
良質な堆肥生産による利用促進と併せて、家畜排せつ物の高度利用の検討が求められている。

畜産バイオマスエネルギー利活用支援事業

《現状及び課題》

目指す姿

ۈ
ۉ
ں
ۅ
ڭ

ۈ
ۉ
ں
ۅ
ڮ

ۈ
ۉ
ں
ۅ
گ

○ 高度利用における課題解決に向けた実証調査

① 牛ふん等燃焼技術の実証調査
② 燃焼灰の活用方法の検討

○ 地域における畜産バイオマス活用検討支援

① 畜産バイオマスの利用計画検討
② 外部コンサルタントによる経営シミュレーション

① 施設園芸団地
トレーニングセンター

② 野菜工場畜産農家
バイオマス
発電施設

③ 大規模露地園芸

規模拡大・分業化の推進
新規就農の生産基盤支援

新たな産業創出・産地づくり

○ 環境負荷低減 ○ 持続的な畜産の発展 ○ 地域農業の発展

(畜ふん) (電力・排熱利用)

(燃焼灰)

【事業内容】

○ 畜産バイオマスプラントの整備及び利用促進

○ バイオマス発電を核とした次世代型農業の創出

【バイオマス検討協議会（仮称）設立】

① 畜産環境
アドバイザ
ーの育成

② 環境コンサ
ルタントと
連携した
堆肥生産
技術指導

家畜排せつ物の高度利用に向けた実証調査事業
家畜排せつ物
適正処理
指導事業

【施設整備等】
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 未来の畜産を担う産業人材育成事業 課名 畜産振興課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

繁殖センターやコントラクター等の外部支援組織を高度な研修の場として位置

づけ、農業団体の直接雇用により、働きながら技術を学べる体制（研修型雇用）を

構築することで、産業としての魅力を高め、県内外の畜産後継者や離職者等を畜産

産業人材として継続的に確保する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ６，３６０千円

（２）財 源 宮崎県人口減少対策基金：６，３６０千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 農業団体

（５）事業内容

働きながら学べる研修型雇用の体制構築を支援（県定額）

３ 事業効果

《畜産における産業人材の育成数 ３年間で18名》

多様で高度な研修体系の中で働きながら学べる仕組みを構築することで、外部

支援組織に継続的に畜産産業人材が確保され、生産基盤の維持・発展が図られる。
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未来の畜産を担う産業人材育成事業

担い手不足が進む中、後継者育成対策と合わせて個々の規模拡大と労働力の補完組織としての
繁殖センターやコントラクター等の外部支援組織の整備により、生産基盤の維持、拡大を推進。

現 状

外部支援組織においても、オペレーター等が不足し、地域の需要に
追いついていない。また、体系的な研修施設がなく、効率的な担い手
育成が困難。

課 題 生産基盤の
維持・拡大
を阻害

外部支援組織を働く場兼高度な研修の場として位置づけ、農業団体が雇用（研修型雇用）する
ことで、産業としての魅力を高め、県内外の畜産後継者や離職者等を畜産産業人材として継続的
に確保。多様で高度な研修体系の中で働きながら学べる仕組みを構築する。

対 策

県内外の農大校卒者、農業高校卒者、畜産後継者、離職者 等

外部支援組織へ就職 就農

雇用
×
研修

キャトルセンター

ヘルパー

繁殖センター

コントラクター

様々な現場を経験
しながら畜産を学
べる！農業団体雇
用だから安心

労働力を安定確保
＆融通可能！

外部支援組織

被雇用者

働きながら学べ
る研修型雇用の
体制構築を支援

堆肥センター

仕組づくり

雇用×研修

・研修型雇用のシステムづくり（雇用・研修プランの作成）
・システムの周知及び人員募集、プランに基づく人員配置

（雇 用）拠点施設等で常時雇用し、収穫期にはコントラクターへ融通するなどフレキシブルな
人材活用が可能

（被雇用）畜産王国宮崎で、農業団体の指導のもと飼養管理、飼料・堆肥生産等様々な現場経験
を積みながら働くことが可能

・多様な職種を通じた専門的な技術指導
・外部講師による座学研修等

メリット
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令 和 ２ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 ＡＳＦ等重要疾病対策強化事業 家畜防疫

国庫・県単 対策課

１ 事業の目的・背景

ＡＳＦ（アフリカ豚熱）及びＣＳＦ（豚熱）等の重要疾病の本県への侵入を

防止するため、水際防疫や農場防疫、野生イノシシ対策を強化するとともに、

ＥＢＬ（地方病性牛白血病）等の慢性疾病に対しても、検査に基づく疾病コント

ロールを行い畜産経営の安定化を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ２４，８２６千円

（２）財 源 国庫：５，２６３千円 一般財源：１９，５６３千円

（３）事業期間 令和２年度～令和４年度

（４）事業主体 （公社）宮崎県畜産協会、県

（５）事業内容

① 水際防疫対策 ４，１８７千円

外国人労働者等への防疫啓発、宮崎空港ビルにおける消毒業務委託

② 農場防疫対策 ６，８８８千円

家畜保健衛生所による農場でのＣＳＦ抗体検査、着地検査等

③ 野生イノシシ対策 １，９７２千円

猟友会と連携して、捕獲野生イノシシのＣＳＦ抗体検査

④ 慢性疾病対策（県定額） １１，７７９千円

ア 家畜保健衛生所によるＥＢＬ農場浸潤状況把握のための確認検査

イ 民間獣医師を活用した採血、民間検査機関を活用したＥＢＬ検査を支援

３ 事業効果

（１）重要疾病の本県への侵入を防止するとともに、ＡＳＦ、ＣＳＦの清浄性を

確認することで、万が一本県に侵入した場合でも、迅速な防疫措置が可能と

なり被害の最小限化が図られる。

（２）地域ぐるみでＥＢＬ対策を推進することで、県内のＥＢＬコントロールが

図られる。
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野生イノシシでの
ウイルス浸潤

症状が明確でないことからの
発見の遅れ

ASF等重要疾病対策強化事業
CSF

EBL（地方病性牛白血病）

・ 感染しても長期間発症しないが、発症すると致死率が100％のため、経済的被害が大きい。

・ 対策はまん延防止と計画的更新となるが、その為には、農場における検査が必要。

・ 農場数が多い本県においては、地域ぐるみでの取組が必要。

ASF

・ 民間獣医師等を活用した採材、検査

・ 家畜保健衛生所による農場内浸潤状況確認検査

事業内容④ 慢性疾病対策

・ 岐阜県で26年ぶりに発生し、関東まで感染
が拡大。本年１月には沖縄県で発生を確認。

・ 海外から持ち込まれたウイルスが野生
イノシシに感染し、養豚場にウイルスが
侵入。

・ 野生イノシシでの感染事例は、中部地域を
中心に関西、関東地域にも拡大。

・ アジア各国で発生が拡大しており、昨年
９月には韓国でも発生を確認。

・ 旅行者が持ち込んだ豚肉製品からウイルス
が検出されるなど、侵入リスクが増大。

・ 訪日外国人が捨てた肉製品を食べた野生
イノシシが感染源となることが懸念。

海外からの畜産物等を介した
ウイルスの持ち込み

事業内容③
野生イノシシ対策

事業内容①
水際防疫対策

・ 外国人労働者等への
防疫啓発

・ 宮崎空港ビルにおける
消毒業務委託

事業内容②
農場防疫対策

・ 家畜保健衛生所による、
精度管理に基づく
農場サーベイランス検査

・ 県外導入豚の着地検査

・ 捕獲野生イノシシの検査
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（２）　債務負担行為補正（追加）

（水産政策課）

期　　　　　間 限　度　額 期　　　　　間 限　度　額

千円　 千円　

（農業経営支援課）

令和 2年度から 7,150 令和 2年度から 49,875

令和10年度まで 令和 8年度まで

令和２年度災害資金、経済変動・伝染病等
対策資金利子補給

令和２年度漁業経営緊急対策資金利子補給

期　　　　　間

令和 2年度から

令和 3年度まで

7,500

千円　

限　度　額

事　　　　　項
変　　　更　　　前 変　　　更　　　後

事　　　　　項

（３）　債務負担行為補正（変更）
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新型コロナウイルス感染症による農畜水産業への影響と対策 
 

農 政 水 産 部 
 
  新型コロナウイルスの感染が全世界へ広がる中、外国人旅行者の減少や外出自粛に伴

う外食需要の落ち込みに加えて、輸出の停滞、卒業・入学式などイベントの縮小・中止

等により、一部の農畜水産物で価格低下や出荷量の減少が見られ、３月の１か月間で約

28 億 5 千万円※の影響が生じており、さらに在庫の滞留など様々な課題が発生している。  
    今後も、牛肉や高級果実等を中心に外食・贈答需要の減少や、外国人技能実習生の確

保難による人材不足等が懸念される。 
 
 
 

 

１ 影響とこれまでの主な取組 
 （１）消費・市場価格 
   ①農産物 

花きは、切り花等を中心に２月以降価格が低

下し、スイートピーでは、需要期である３月の

出荷額が減少。このため「みやざき花いっぱい

プロジェクト 2020」を展開し、家庭や事業所で

の花飾りや購入等を推進中。 

マンゴーは、都市圏の百貨店等の休業による

贈答需要の減少により、価格が３月時点で前年

比約２割低下。 

冷凍野菜は、業務需要の低迷で在庫量が増加。 
 

 

 

 

   ②畜産物 

外食需要減少等により、高価格帯の食肉（牛

肉、みやざき地頭鶏）を中心に在庫量が増加。 
特に牛肉は３月の枝肉価格が前年比３割弱低

下し、連動して子牛価格も３月期以降前年比約

２割低下。 
このため牛肉やみやざき地頭鶏の消費を促す

「応援消費キャンペーン」等を実施中。 
 

 
【影響額】 

肉用牛（枝肉・子牛）で約 20.6 億円の減少 

【影響額】 

花き、野菜、果樹で約 3.6 億円の減少 

※影響額の算出方法（県農政水産部独自試算） 
令和２年３月時点で価格低下や出荷量減少等の影響がみられる主要な品目について、 
ヒアリングや統計データ等をベースに前年比（３月の１か月間）として算出。 

図２ マンゴーの価格推移 
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図１ スイートピーの出荷額推移 
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図４ 子牛の価格推移 

図３ 牛枝肉の価格推移 

2,498 2,482 2,460 

2,274 

2,116 

1,861 

1,500

2,000

2,500

1月 2月 3月

2019年

2020年

（円/kg）

東京市場：和牛去勢A-4
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   ③水産物 

ブリ類等の養殖魚は、前年比３割程度魚価が

低下するとともに、出荷量も３割程度減少し、

在庫量が増加。 
高級魚は、全般的な需要減退により、前年比

３～５割程度魚価が低下しているが、マグロ類

は、漁獲量が増加。 

 
 

 （２）輸 出 
家庭向け食材の需要増により、鶏卵･牛乳など

一部の品目は輸出量が増加。一方、外食需要の減

少や航空便の減便等によって、牛肉は輸出量が減

少し、養殖ブリや花きはほぼ取引が中断。 
 
 

 （３）外国人材確保 
   ①農 業 

新たに受入予定の技能実習生が入国できず、帰国できない実習生の在留期間を

延長することで対応する経営体あり。また、４月入国予定であったベトナム特定

技能外国人４名の入国見通しが立たないため、受入れを 12 月以降に延期。 
   ②水産業 

３月入国予定であったインドネシア特定技能外国人 19 名及び、帰国しているマ

ルシップ船員３名が入国できず、減員体制で操業している経営体あり。 
 
 

 （４）その他 
   ①マンゴー等高級果実 

首都圏等の百貨店や果実専門店の休業等により、厳しい販売

環境が続く見込み。 
マンゴーでは、量販店をターゲットにした早めの売り込みを強化。 

   ②加工・業務用野菜 

感染国からの輸入減少等に伴い原産地の国産回帰が見込まれ、冷凍施設等の整

備により供給体制の強化を検討。 
   ③農 泊 

団体旅行を中心に２月以降 480 人分の予約がキャンセル（4/23 時点）。今後も

キャンセルが増える見込みで、新たな予約もない状況。 

【影響額】 

養殖業とマグロはえ縄漁業で約4.4億円の減少 

図５ 出荷予定養殖魚の残存尾数 
（県北地域の漁協） 
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２ 新型コロナウイルス感染症にかかる緊急経済対策

農畜水産業に向けた対策は下記の３つの視点で構築

１生産者を守る ２消費・販売を活性化する ３ピンチを発展に繋げる

１ 生産者を守る

緊急支援フェーズ Ｖ字回復フェーズ

②経営安定対策

２ 消費・販売を活性化する

３ ピンチを発展に繋げる

①生産・新ニーズ対策

②人材・雇用

緊急対策 総額 ４億２，２９３万４千円

【拡充】みやざきの農を支えるひなた資金融通事業【3,694千円】
【新規】漁業経営緊急対策資金利子補給事業【債務負担】

（国）日本政策金融公庫や民間金融機関が融資する制度資金の無利子化・無担保化・一部保証料免除

【新規】食 肉 へ の 影 響 緩 和 対 策 事 業 【 8,000千円】
【新規】頑張ろう、みやざき！養殖経営緊急支援事業【22,430千円】

（国）＜農業＞野菜価格安定対策、収入保険、農業保険の保険料等の納付猶予
＜畜産＞牛マルキン生産者負担金納付猶予、和牛肉保管経費支援、販売奨励金交付

肉用牛の出荷調整による増加経費支援、感染症発生時の経営継続対策
＜水産＞漁業収入安定対策漁業者積立金仮払い・積立猶予、水産物買取・調整保管経費支援

【新規】県産農畜水産物応援消費推進事業【345,810千円】
【新規】みやざきの農泊緊急誘致促進事業【 1,000千円】

（国）＜農畜水＞学校給食やネット販売、直売所等での販促・イベント、公共施設等での花き活用拡大支援
輸出力の維持・強化に向けたプロモーション・施設整備への支援

【新規】みやざきの農産物供給力強靭化緊急対策事業【42,000千円】

（国）＜農業＞作型転換や新品種導入等の支援、国産農畜産物の安定供給に向けた施設整備等
＜畜産＞肥育生産支援＜農畜＞労働力不足解消に向けたスマート農業実証

（国）＜農畜＞学生等多様な人材の援農・就農に係る活動費、研修設備支援
＜水産＞水産業での人材確保における掛かり増し経費支援

①資金・融資

次フェーズでの検討

次フェーズでの検討

次フェーズでの検討

現場の生の声を ➡ しっかり把握！
農業・畜産・水産 ➡ 国・市町村等と連携したバランスの取れた対策！
今すぐ、今から ➡ スピード感のある打ち出し！

：無利子融資枠13億円の拡充
：無利子融資枠15億円の新設

：地頭鶏の流通保管経費支援
：養殖魚の延長飼育経費支援

：給食支援（牛肉）、通販送料負担等
：収束後を見据えた体制整備等

：マンゴー等の次期作支援等

輸出パートナーとの関係再構築

配食ニーズに応える商品・産地づくり

雇い止め者等の本県農畜水産業への就業促進
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令和２年度４月補正事業説明資料
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令 和 ２ 年 度 ４ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざきの農泊緊急誘致促進事業 課名 農政企画課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の影響により、大幅に落ち込んでいる農泊・農山漁村

体験等の利用客を収束後に増加させるため、各地域協議会への支援を通じた受入側

の体制整備等を緊急的に実施する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 １，０００千円

（２）財 源 一般財源：１，０００千円

（３）事業期間 令和２年度

（４）事業主体 地域協議会等

（５）事業内容

〇 農泊地域協議会緊急支援事業（県定額） １，０００千円

農泊を推進する地域協議会が行う、安心・安全確保のための感染症対策の取

組や収束後の早期Ｖ字回復のためのＷｉ－Ｆｉ環境・多言語対応環境の整備等

に係る取組を支援

３ 事業効果

利用者が安心・安全・快適に宿泊・体験を実施することができる環境等の受入体

制が整備されることで、農泊利用者の増加及び地域活性化につながる。
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○県内の農泊・農山漁村体験については、新型コロナウイルス

感染症の影響により利用客が大幅に落ち込んでいる。

○収束後の誘客のためには、

現段階から受入体制の整備等を緊急的に行う必要があるため、

地域協議会への支援等の農泊推進対策を強力に実施する。

１ 事業の目的

みやざきの農泊緊急誘致促進事業

２ 事業内容

農泊地域協議会緊急支援事業

農
泊
地
域
協
議
会

県

補助（定額）

〇 農泊を推進する地域協議会が行う感染症対策や収束後の

早期Ｖ字回復のための受入体制整備等に関する取組を支援

〇 安心・安全な宿泊・体験環境づくり

・衛生対策のための消耗品購入

・安全衛生研修会の開催 等

〇 早期Ｖ字回復のための受入体制整備等

・Wi-Fi環境、キャッシュレス決済環境の整備

・チラシ、リーフレットの作成及びＨＰのリニューアル

・多言語対応環境整備 等

受入体制整備等の取組

農泊利用者を中山間地域に呼び込み、幅広い分野での経済活性化を図る

３ 他施策との連動

〇収束後に国が行う「Ｇｏ Ｔｏキャンペーン」等の施策と連動した取組等を

商工観光労働部と連携しながら行うことにより、地域への誘客を図る。

【国】Go To Travelキャンペーン
・旅行商品を購入した消費者に対し
代金の1/2相当のクーポン等を付与

【県】旅行商品の開発支援
・県産品や体験と組み合わせた

宿泊プラン開発に対する支援

連動

県内農泊旅行者数の現状等

〇実キャンセル人数(4/23現在)
480人

〇キャンセル率の推移
・2,3月は約5割がキャンセル
・4,5月は全てキャンセル
・6,7月は約6割がキャンセル

※4月以降、新たな予約は全く無く、
6月以降の予約についても
現状が続けば全てキャンセルに
なることが想定される。
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令 和 ２ 年 度 ４ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 県産農畜水産物応援消費推進事業 課名 農業連携推

国庫・県単 進課

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う本県農畜水産業への影響を緩和するた

め、県民等に対し、メディア等を活用した本県農畜水産物の応援消費等に関するＰ

Ｒを行うとともに、学校給食への食材提供や宮崎にゆかりのある企業等を中心とし

た販売拡大を推進する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ３４５，８１０千円

（２）財 源 国庫：３００，０００千円 一般財源：４５，８１０千円

（３）事業期間 令和２年度

（４）事業主体 農畜水産物関連協議会、宮崎県経済連 等

（５）事業内容

① 地産地消応援消費対策（国定額） ３００，０００千円

・ 学校給食への支援

宮崎牛などの県産牛肉を小中学校等の学校給食へ提供し、食育を通じ畜産

業への理解を醸成

② 販売拡大対策（県定額） ４５，８１０千円

・ 宮崎のひなた農畜水産物お届けキャンペーンの実施

企業や関係機関・団体等と連携した販売促進、ネット販売等に係る送料助

成、県産品のプレゼント企画等の展開

３ 事業効果

本県の農畜水産業における新型コロナウイルス感染症の影響緩和につながる。
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県産農畜水産物応援消費推進事業

本県農畜水産業への影響緩和

新型コロナウ
イルス感染症
の拡大

県民等に対し県産農畜水産物の応援消費、販売拡大の気運を醸成

肉類、高級果実、
魚等の消費低迷

・インバウンド需要の低下
・百貨店等での販売不振
・業務用、冠婚葬祭の需要減

・本県にゆかりのある企業や
関係機関等での販売促進

○企業等と連携した販売

宮崎のひなた農畜水産物お届けキャンペーンの実施

○ネット販売等への支援
・送料助成等によるお得感
を演出した販売

○プレゼント企画の展開
・県産品のプレゼントキャン
ペーンによる購買意欲の
醸成

２ 販売拡大対策

１ 地産地消応援消費対策

※国のＲ２補正事業を活用

学校給食への支援（牛肉提供）

○食育を通じた畜産業の理解醸成

○県他部局との連携による「ジモ・ミヤ・ラブ」のキャッチフレーズを活用した消費
喚起・ＰＲ

３ 他施策との連動

○国の緊急対策事業の活用による県産農畜水産物販売促進活動の展開
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令 和 ２ 年 度 ４ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 食肉への影響緩和対策事業 課名 畜産振興課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う消費減退により、みやざき地頭鶏が滞留

する厳しい現状に対し、まずは新たな販路開拓のための整備を行うことで流通促進

を図り、それでもなお生じる保管に係る経費を支援することで、農家の経営安定を

図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ８，０００千円

（２）財 源 一般財源：８，０００千円

（３）事業期間 令和２年度

（４）事業主体 みやざき地頭鶏事業協同組合等

（５）事業内容

○ 流通保管対応支援対策（県１／２以内） ８，０００千円

ア 新たな販路開拓等による流通促進対策への支援（機器の整備）

イ 新たに生じる保管等に係る経費への支援

（入出庫料、保管料、凍結料、輸送費等）

３ 事業効果

みやざき地頭鶏の流通が促進され、滞留在庫を解消することにより、農家の経営

安定が図られる。
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食肉への影響緩和対策事業

農場での出荷遅延・生産調整等による

経営不振・廃業・・・

在庫の急増・保管場所の確保
掛かり増し経費の増

新型コロナウイルス感染症拡大
外食産業の不振

高価格帯の食肉
（和牛肉・みやざき地頭鶏)

消費低迷

【和牛肉】
・国による保管・販売促進に
係る緊急対策の実施

【みやざき地頭鶏】
・国による緊急対策の対象外

みやざきブランド
（みやざき地頭鶏）
の危機！！

みやざき地頭鶏の在庫量は
影響前の１.５倍に増加！

【現状】

流通保管対応支援対策

ア 新たな販路開拓等による流通促進対策への支援（機器の整備）

イ 新たに生じる保管等に係る経費への支援

（入出庫料、保管料、凍結料、輸送費 等）

効果

みやざき地頭鶏の

流通促進

みやざきブランド
「みやざき地頭鶏」

の安定供給

農家の経営安定

滞留在庫

の解消
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令 和 ２ 年 度 ４ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざきの農を支えるひなた資金融 課名 農業経営

通事業 国庫・県単 支援課

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、農業経営に支障を来している農業者を

幅広く支援するため、経済変動・伝染病等対策資金を拡充し、農業経営の安定を図

る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ３，６９４千円（補正後３，９３８千円）

（２）財 源 一般財源：３，６９４千円（補正後３，９３８千円）

（３）債務負担額 ４２，７２５千円（補正後４９，８７５千円）

（４）融 資 枠 １３億円（補正後１５億円）

（５）事 業 期 間 令和２年度

（６）事 業 主 体 融資機関、市町村、県

（７）事 業 内 容

① 災害資金、経済変動・伝染病等対策資金利子補給金（拡充）

災害や経済変動・伝染病等、農業者が予期し得ないような経営環境の変化等

に対して、経営の維持・再建を図るための資金を融資機関から借り入れる際の

利子補給 （融資枠15億円、利子補給率 県0.70％）

② 農業近代化資金利子補給金（融資枠100億円）

③ 農業経営負担軽減支援資金利子補給金（融資枠２億円）

④ 肥育素牛価格変動対策資金利子補給金（融資枠11億円）

３ 事業効果

農業者の投資や償還負担の軽減等による経営改善等を金融面から支援することに

より、効率的・安定的な経営展開が図られる。
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みやざきの農を支えるひなた資金融通事業

『経済変動・伝染病等対策資金』を拡充し、農業者の資金繰りを支援

【資金の概要及び拡充内容】

◆ 指 定 事 象 新型コロナウイルス感染症による影響

◆ 指 定 期 間 令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

◆ 融 資 枠 ２億円 → １５億円（災害資金及び他の指定事象と合わせて）

◆ 貸付限度額 ３００万円 → １，０００万円

◆ 資 金 使 途 経営の維持・安定に要する営農経費

◆ 貸 付 金 利 ０．１％ → 無利子（貸付当初５年間）

基準金利 利子補給 貸付金利

１．４％ － １．３％ → １．４％ ＝ ０．１％ → ０％

（融資機関） （県・市町村 各１／２） （農業者）

◆ 利子補給に必要な予算額 ２４４千円 → ３，９３８千円

※ 当該資金は事象を指定することで貸付けが可能となる。
なお、変更内容は指定事象「新型コロナウイルス感染症による影響」に限定。

『農林漁業セーフティネット資金』（日本政策金融公庫）の活用

【資金の概要】

◆ 貸付限度額 １，２００万円又は年間経営費等の１２分の１２

◆ 資 金 使 途 経営の維持・安定に要する営農経費

◆ 貸 付 金 利 無利子（貸付当初５年間）

※ 下線箇所は国の新型コロナウイルス緊急対応策（第２弾）で措置

農業者の実情に応じた金融支援による農業経営の安定
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令 和 ２ 年 度 ４ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 漁業経営緊急対策資金利子補給事業 課名 水産政策課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、経営に支障を来している漁業者に対

して、宮崎県信用漁業協同組合連合会（県信連）、県、市町、農林中金が一体とな

って支援するスキームを構築し、漁業経営の安定を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ７，５００千円（全額債務負担）

（２）事業期間 令和２年度から令和３年度まで（債務負担設定期間）

（３）融 資 枠 １５億円（利子補給率 県０．５％）

（４）貸付期間 １年以内

（５）事業内容

新型コロナウイルス感染拡大の影響による魚介類の需要低迷により、魚価の下

落等で経営に支障を来している漁業者が、県信連から借り入れる運転資金に対す

る利子補給。

３ 事業効果

新型コロナウイルス感染拡大により経営に支障を来している漁業者に対して、関

係機関が一体となって支援を行うことにより、漁業経営の安定が図られる。
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漁業経営緊急対策資金利子補給事業

漁業経営緊急対策資金利子補給事業の創設

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、
魚介類の需要減少、魚価の低迷、在庫費用の増加
などが生じ、漁業経営に甚大な影響

県 市町農林中金

対策

災害緊急資金
宮崎県信用漁業協同組合連合会（信漁連）
通常金利2.5%→1.5%に軽減…①
・貸付限度額…600万円
・貸付期間…１年以内

漁業者
（借受者）

①＋②の利子支援により無利子化

効果

経営に支障を来している漁業者に対して、
関係機関が一体となって支援を行うことにより、
漁業経営の安定が図られる。

融
資

それぞれ0.5%ずつ利子補給…②

国県

セーフティネット資金

5年間無利子化

漁業者
（借受者）

融
資

漁業近代化資金及び
漁業経営維持安定資金

・貸付限度額…1,200万円又は
年間経営費用等の12分の12

・貸付期間…10年以内
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令 和 ２ 年 度 ４ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 頑張ろう、みやざき！養殖経営緊急 課名 漁村振興課

支援事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染拡大の影響による外食需要の減退や輸出がストップした

ことにより、ブリ類やマダイなどの養殖魚の出荷ができなくなったことで飼育期間

の延長を余儀なくされ、経営が逼迫し危機的状況にある養殖業者の掛かり増し経費

の一部を支援し、養殖経営の維持・安定を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ２２，４３０千円

（２）財 源 一般財源：２２，４３０千円

（３）事業期間 令和２年度

（４）事業主体 県、市町村等

（５）事業内容

飼育期間延長支援事業（県１／４以内、市町村１／４以内）

２２，４３０千円

出荷ができず飼育期間を延長した場合の掛かり増し経費の一部を支援

３ 事業効果

飼育期間の延長を余儀なくされ、新たに生じた経費の一部を支援することで、養

殖経営と地域の雇用が守られるとともに、養殖業の経営体数及び生産額の維持が図

られる。
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頑張ろう、みやざき！養殖経営緊急支援事業

【養殖業の生産額：約１３０億円（養鰻業除く）】
出荷量の減少（約３割）や出荷価格の下落（約３割）により、

○３～４月の推定損失額：６億円（ブリ類：４．５億：マダイ：０．７億など）
○今後の予想損失額：２９億円（ブリ類：２３億、マダイ：２億など）

更に飼育期間延長による掛かり増し経費が毎月約５千万円発生！

養殖経営への影響

飼育期間の延長に伴う掛かり増し経費のうち、生産コストの約７割を占める
餌代の一部を支援

・延長飼育期間：最大３か月（一部の魚種を除く）
・補助率：県１／４以内、市町村１／４以内

収穫高保険の漁業共済制度（漁船漁業が対象）と異なり、養殖共済制度は

物損保険（赤潮、台風災害等）であるため、出荷減少に伴う減収に対する
補填はない。

国の共済制度で対応不可！

経営持続と雇用を守るため！

【県単】 飼育期間延長支援事業

【国】 水産物買取・調整保管経費支援（直接採択）

漁業者団体等が滞留している養殖魚等を相場価格で買取・冷凍保管する

際の支援（事業規模：32億円）
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令 和 ２ 年 度 ４ 月 補 正 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざきの農産物供給力強靱化緊急 課名 農産園芸課

対策事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症による需要の停滞等により、単価の急落等の影響が出

ているマンゴーやメロン等の生産者を支援するとともに、冷凍野菜の在庫が増加し

ている加工事業者に対し、保管料を支援することで、次期作への影響緩和及び本県

の加工・業務用産地の維持を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ４２，０００千円

（２）財 源 一般財源：４２，０００千円

（３）事業期間 令和２年度

（４）事業主体 市町村、営農集団、ＪＡ、県内冷凍野菜加工事業者等

（５）事業内容

① 耕種農家経営支援事業（県定額） ３０，０００千円

影響の大きいマンゴー、メロン、コチョウラン等の次期作に向けた省力化

品質・収量向上等の取組を支援

② 冷凍野菜等保管対策事業（県１／２以内） １２，０００千円

県内の加工事業者を対象に、滞留する加工業務用野菜（冷凍野菜）の長期

保管料を支援

３ 事業効果

影響の大きい品目への次期作支援及び加工業務用（凍菜事業者）の長期保管料の

支援により、次期作への影響緩和や本県加工・業務用産地の維持が図られる。
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補助金申請・交付A 補助金申請・交付

計画提出・確認

《みやざきの農産物供給力強靱化緊急対策事業》

農
産
物
へ
の
影
響

◆ 青果・花き及び加工・業務用産地の維持

急激な消費需要の低下や市場機能の縮小等による、

農業経営および産地の存続の危機！

支

援

対

策

【県単】①
耕種農家経営支援事業

【花き】
・大都市圏の販売店の休業
・葬儀やブライダル等の
業務需要が激減

生産意欲の向上に向け

≪支援品目≫
マンゴー、メロン、
コチョウラン等
（国の支援品目を除く）

○ 省力化、品質・収量向上等の
取組を支援

３万円/10a（定額）
※ただし１戸あたり６万円以内

全国トップクラスのシェアを誇る県内の
冷凍野菜加工事業者を対象に滞留する冷凍
野菜の保管料の一部を支援（補助率1/2以内）

収
入
保
険
へ
の
加
入
促
進

<国> 直接採択事業
による支援

【野菜・果樹】
・高級果実の買い控え
・百貨店等の贈答

需要が激減

効
果

≪支援品目≫
かんしょ、ほうれんそう、
スイートピー 等

○ 作型転換や新品種の導入など
次期作に向けた種苗や生産資材
等の購入支援

５万円/10a
（作型転換・新たな資材等）
＋２万円/10a×３取組
（新品種・新技術等）

→ 最大11万円/10a(定額)

【県単】② 冷凍野菜等保管対策事業

県
市町村

≪事業の流れ≫

計画提出・確認

B 補助金申請・交付

事業実施
主体

コチョウランマンゴー
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